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静岡福祉大学における障がい学生の支援に関する指針 

 

制定 平成 30年 11月 1日 

一部改正 令和 4年 6月 1日 

 

１ 趣旨 

この指針は、静岡福祉大学（以下「本学」という。）が建学の精神及び教育理念に則り、

「障害者の権利に関する条約」、「障害者基本法」、「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律」（以下「障害者差別解消法」という。）及び「文部科学省所管事業分野におけ

る障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」（以下「対応指針」という。）に

基づいて、障がいを理由とする差別解消に取り組み、障がいの有無にかかわらず平等に教

育・研究に参加・活動できるよう機会の確保に努めるとともに、その学生生活に対して適

切な支援を図るために必要な事項を定めるものである。 

 

２ 定義 

(1) 障がい学生 

障がい学生とは、障害者基本法第２条第１号に規定する障がい者、すなわち「身体障が

い、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む。）その他の心身の機能の障がい（以下

「障がい」と総称する。）がある者であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常

生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」であり、かつ本学に入学を希望

する者及び在籍する学生（研究生、科目等履修生、聴講生、外国人留学生及びキャリアデ

ザイン・カレッジ生を含む。）をいう。 

(2) 合理的配慮 

合理的配慮とは、「障害者の権利に関する条約」第２条に規定する、「障害者が他の者と

の平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保する

ための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるもので

あり、かつ均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」をいう。 

 

３ 責務 

(1) 学長は、障がい学生の権利及び利益を保障していくために、全学的な支援を推進する

ための具体的な方策を講じるものとする。 

(2) 学部長・学科長は、本学が取り組む具体的な支援について積極的に実施・指導するも

のとする。 

(3) 教職員は、合理的配慮を行い、具体的な支援を実施するものとする。 

(4) 学生サポートセンター（以下「センター」という。）は、障がい学生の相談又は支援の

窓口として、アドボケイト（権利等を代弁する役割）を果たすものとする。センターの

支援業務等は、静岡福祉大学学生サポートセンター規程に基づくものとする。 

 

４ 支援の対象 

 (1) 対象者の範囲 

  支援の対象者は、障がい学生のうち、本人、本人の保護者等が支援を受けることを希望 
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する者又はその他センター長が支援を必要と認める者。（以下「支援障がい学生」とい

う。） 

 (2) 支援の条件 

   障害者手帳や医師の診断書等を提示すること。ただし、提示することが困難な場合は 

この限りではない。 

 (3) 支援の範囲 

  ①入学試験、授業、課外授業（実習等を含む）、学校行事、課外活動（サークル活動等 

を含む）、就職活動等に関する全ての事項。 

  ②上記とは直接に関係しない学生の活動や生活面への配慮（通学、学内介助）に関する 

事項。 

 

５ 支援の方針 

 (1) 事前的改善措置 

  本学は、学内規程、組織等を含むハード・ソフトの両面での環境の整備に努める。ただ

し、本学が過重な負担に当たると判断した場合には、支援障がい学生等に対して理由を説

明して理解を求め、他の実現可能な措置を提案することがある。 

(2) 建設的対話 

  本学は、支援障がい学生の意思を尊重しつつ、当該支援障がい学生と本学が相互に現状

を把握し、共通理解を図った上で、より適切な合理的配慮の内容を決定するための話合い

を行う。 

(3) 情報公開 

  障害者差別解消法等に基づき、本学における支援障がい学生の支援体制に関する規程

等の公表に努める。 

(4) 連携 

  本学は、支援障がい学生の家族・保護者とも協力し合い、必要に応じて学外の関係機関

及び専門職との連携を図る。 

(5) 啓発 

  本学は、支援障がい学生への差別や不利益を生まないキャンパスをめざし、全ての大学

構成員に対して継続的に研修等を行う。 

(6) 個人情報保護 

  支援障がい学生を支援する上で知り得た個人情報は、「学校法人静岡精華学園個人情報

の保護に関する規程」及び「静岡福祉大学個人情報保護管理要綱」により厳重に管理する。

第三者に情報の開示や提供が必要な場合は、原則として本人の同意を得るものとする。た

だし、支援障がい学生の支援を行うために学外の関係機関等との連携が必要と判断した

場合は、守秘義務を遵守しつつ、支援者間での個人情報の共有を行う。 

 

６ 支援の手続きとその過程 

  相談、合理的配慮の可否の検討、支援内容の決定に関する過程は、次のとおりとし、関

係機関の支援過程等については、別紙（図１）のとおり定める。 

(1) 支援障がい学生に対する支援は、原則として本人及び保護者等と大学との間で十分な

合意形成・共通理解を図った上で決定する。 
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 (2) 成績評価については、障がいの有無・程度にかかわらず学内基準に基づいて公平に行

う。 

７ 履修等における配慮事項 

  本学における「合理的配慮」に基づく支援内容は、次の事項とする。ただし、支援を 

要する学生本人の意思を尊重しつつ、障がいの特性や状態像に応じて支援内容を検討す

る。 

(1) 履修上の配慮 

  ①講義等の記録の代替 

   ノートテイク、録音（科目担当教員の事前了解が必要な場合がある）。 

  ②教材へのアクセシビリティ 

   教科書・教材の代替フォーマット（点字、拡大文字、電子テキストファイル等の製作、

映像資料の文字起こし、字幕付け等） 

  ③試験等への配慮 

   別室受験、試験時間の調整、代筆、代読、パソコンの使用等 

  ④音声言語へのアクセシビリティ 

   パソコン等への支援機器の利用、手話通訳・要約筆記（支援機関への派遣依頼）等。 

  ⑤校舎等へのアクセシビリティ 

   教室、図書館、実験室等の学内諸施設全般。 

  ⑥技術支援による自立サポート 

   音声読み上げソフト、ＩＣレコーダー、拡大カメラ、補聴器・耳栓の使用等。 

  ⑦実験・実習の補助 

   実習可能施設の選定、実習時間の調整等。 

  ⑧心理的・精神的な配慮 

   音や光の刺激に対する座席の移動、カーテンの開閉等。講義中の服薬や水分摂取。文

書・板書等によるわかりやすい視覚的情報の提供。緊張緩和のための座席の優先指定。 

⑨その他センター長が必要と認める配慮 

(2) 入学試験等の配慮 

  大学入学共通テストの「受験上の配慮」に準拠し、必要な支援を行う。 

(3) 就職支援 

  支援障がい学生を対象としたキャリア・就職支援、及び外部支援機関（障害者相談支援

専門員等）との連携による支援を行う。 

 

８ 不服申立て 

  支援障がい学生等は、本学が提供した支援内容に疑義や不服がある場合は、学生サポー

トセンターを通じて、本学に申立てすることができる。 

  学長は、支援障がい学生等より不服申立てがあった場合には、建設的対話により速やか

に解決に努めなければならない。 

 

 



静岡福祉大学における障がい学生の修学支援過程（赤字は履修上の過程）

支援の手続き 相談者（学生等） 学生支援課 科目担当教員

支援申請：相談と面接

支援の承認

具体的な支援内容の検討

支援内容を決定する。

履修上の特別措置の検討

支援開始

振り返り（再アセスメント）

支援の要望と申請
診断書等の必要な根拠書類を提出する

相談・面接

カンファレンスに参加し、要望
する支援内容について相談する。

支援内容を調整する。

回答内容を受け取る。

科目担当教員と履修上の調整・
確認

支援活用状況を報告する。

障がい学生の支援窓口として、相
談者の要望、障がいの程度・状態、
過去の支援等について相談を受け、
合理的配慮の項目、内容について
支援の手続きを行う。承認に検討
が必要と判断した場合、学生サ
ポートセンターにつなぐ。

学生との建設的対話を通して、支
援計画を立て、センター会議の承
認を得て、支援内容を決定する。
支援内容によっては、関係部署と
の調整・承認手続き調整を行う。
履修上の特別措置が必要な場合は、
学生支援課及び科目担当教員との
調整確認を行う。

支援計画及び内容の決定（口頭・文
書等）

履修科目ごとに要望する支援内
容を具体化する。

支援開始後、随時面談をとおして状
況確認を行い、再アセスメントを行
う。

対応可能かつ妥当な合理的配慮
の項目・内容を回答する。

センターの情報提供に基づい
て履修上の特別措置等につい
て検討する。

予め定めた支援内容を確認し、
支援を実施する。

履修に関しては科目担当教員へ
の連絡・調整

学科・委員会等

支援の申請受理の報告を受け
る。

支援計画案についての報告を
受け、協議のうえ意見具申

履修上の特別措置についての
調整及び意見具申

支援計画に沿って支援を具体的
に実施する。

支援経過の課題を整理し、セ
ンターと情報共有しつつ、再
調整を行う。

支援ニーズに応じて関係する
委員会等において支援体制等
を協議する。支援項目・内容を関係部署に連絡・

通知する。

学生サポートセンター等

図１




